
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

495 ○ 管理経費

分野別目標 4 ○ 法定受託事務

政 策 5

施 策 1

取 組 1

継続 主な事務事業

事業実施の根拠法令

関連個別計画 「３つのキーワード」との関連性

担当課・担当課長（Tel） 阪口　敏夫　　435-1048 いのちを守る ふるさと力を高める 該当せず

関連課 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

予算 決算 予算 決算 予算 決算 決算 計画 決算

2,496 1,778 22,235 9,097 3,999 3,431 10,081 4,022

- - 790.8% -82.0% -68.8%

53,623 53,623 53,623 45,672 53,623 69,128 52,960 53,623

1,623 1,623 1,623 298 1,623 1,489 402 1,705

55,246 55,246 55,246 45,970 55,246 70,617 53,377 55,328

2,258

16,443 4,820

11,234 9,613 14,432 8,971
2,496 1,778 5,792 4,277 -7,235 -6,182 -6,609 -4,949

7 7 7 6.05 7 9.15 7.14 7

0.81 0.81 0.81 0.14 0.81 0.72 0.19 0.81

３　目標及び実績
平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値 1,632 1,822 1,808

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

単位

7

実
施
内
容

都市計画法に基づく開発行為
にかかる申請の審査・許可事
務及び相談

都市計画法に基づく開発行為
にかかる申請の審査・許可事
務及び相談・開発登録簿等窓
口で閲覧できるようデ－タ化
する。

都市計画法に基づく開発行為
にかかる申請の審査・許可事
務及び相談。

都市計画法に基づく開発行為に
かかる申請の審査・許可事務及
び相談。変動予測調査を行い、
宅地耐震化を推進する。

都市計画法に基づく開発行為
にかかる申請の審査・許可事
務及び相談。変動予測調査を
行い、宅地耐震化を推進す
る。

事
業
費
 
千
円

主な予算内訳 機械等保守委託料１２４５千円、消耗品費９１２千円、附属機関委員報酬６８４千円、機械等借上料５４０千円　等

国庫支出金

1,705

3,000

人件費

常勤職員

非常勤職員

15,231

平成25年度

計画

県支出金

55,328

222.7%

53,623

小計

伸び率（％）

活
動
指
標

事業費 12,904

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

そ の 他
-5,327一般財源（税等）

市　　債

平成22年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員 0.81

指標名及び達成状況

単位

成
果
指
標

開発許可等件数（申請による事務のため、目標値設定はなじまない）

単位

単位

1,852

事業進捗管理シート

開発許可等事業
事業区分(1)

事業経費

その他

適正な土地利用の推進

自然環境と都市基盤が調和した快適なまち

その他

○

款

事業種別

土地利用の規制・誘導及び有効活用

事業区分(2)
自治事務

適正な土地利用の推進

都市計画費

目 都市計画総務費

一般会計

土木費

会計・
予算区分

会計

平成２５年度

開発許可等事務事項

事業期間 ～ 大事業

項

都市計画総務事業

平成２３年度 平成２４年度平成２１年度 平成２２年度

都市計画法

人と文化を育てる

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容

・都市計画法や宅地造成等規制法に基づく開発行為及び宅地造成にかかる申請の審査・許可事務及
び相談。

・市内に点在する大規模に造成された宅地の位置や規模を調査し、それを基にして大規模盛土造成
地マップを作成する大規模盛土造成地変動予測調査を実施する。

開発許可等事務
・市民及び宅地開発業者に対して計画的な市街化を促進すべき
市街化区域と、原則として市街化を抑制すべき市街化調整区域
に区別したことを担保し、かつ技術基準に適合させることによ
り、良好な都市計画の実現を図ることを目的とする。

宅地耐震化推進事業
・市民に対して、大規模盛土造成地が身近に存在するものであ
ることを知らせることにより、災害の未然防止や被害の軽減に
つなげることを目的とする。

開発指導課

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 対象外

○
評価年度


